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１１１１     戦 後戦 後戦 後戦 後 のののの 復 興復 興復 興復 興 とととと 工 業 化工 業 化工 業 化工 業 化 のののの 進進進進 展展展展    

（（（（戦後戦後戦後戦後～～～～昭和昭和昭和昭和 39393939年年年年））））    

工業統計調査で広島県の工業をみると，

昭和 20年の製造品出荷額（注 1）（注 2）は 7

億円でしたが，戦後の復興が進むにつれ昭

和 21年（20億円），昭和 22年（70億円），昭

和 23年（199億円），昭和 24年（343億円），

昭和 25年（515億円）と，広島県の工業は右

肩上がりに回復していきました。（図 1，参考

表 1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広島県で昭和 25 年当時盛んであった工

業は，化学工業（製造品出荷額全体に対する構成

比 24.1％），食料品製造（構成比 19.8％），船舶

製造や自動車製造などの輸送用機械（構成比

14.5％），繊維工業（構成比 10.4％）でした。 

 

 

 

 

 

 

一方，同時期，全国的に盛んであった工

業は繊維工業（製造品出荷額全体に対する構成比

21.7％），化学工業（構成比 13.2％），食料品製

造（構成比 12.5％）などでした。 

ここで，船舶製造や自動車製造などの輸

送用機械〔特化係数 2.75（注 3）〕や化学工業（特

化係数 1.82）は特化係数（注 3）が「1」を超

えており，広島県では全国に較べてこれら

の工業が特に発展していました。（表 1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工業統計調査工業統計調査工業統計調査工業統計調査でみるでみるでみるでみる広島県広島県広島県広島県のあゆみのあゆみのあゆみのあゆみ〔〔〔〔戦後戦後戦後戦後～～～～平成平成平成平成 22222222 年年年年〕〕〕〕    

図1　広島県の製造品出荷額の推移

（昭和20年～40年）
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資料：経済産業省「工業統計表」

（億円）

（単位：百万円，％） （従業員4人以上の事業所）

広島県 構成比 全国比 特化係数 全　国 構成比

総　数 51,509 100.00 2.25 1.00 2,294,333 100.00

化学工業 12,407 24.09 4.09 1.82 303,625 13.23

食料品 10,193 19.79 3.55 1.58 287,381 12.53

輸送用機械 7,464 14.49 6.18 2.75 120,775 5.26

繊維工業 5,359 10.40 1.08 0.48 497,217 21.67

一般機械 2,560 4.97 2.28 1.02 112,126 4.89

鉄鋼業 2,104 4.08 0.95 0.42 220,819 9.62

木材・木製品 1,935 3.76 2.27 1.01 85,099 3.71

出版・印刷 1,350 2.62 1.82 0.81 74,210 3.23

ゴム製品 1,205 2.34 2.16 0.96 55,783 2.43

その他 1,074 2.09 3.50 1.56 30,675 1.34

金属製品 1,042 2.02 1.56 0.69 66,859 2.91

電気機械 964 1.87 1.30 0.58 73,960 3.22

窯業・土石 938 1.82 1.24 0.55 75,720 3.30

衣服 693 1.35 1.80 0.80 38,427 1.67

非鉄金属 620 1.20 0.71 0.31 87,711 3.82

家具・装備品 503 0.98 3.30 1.47 15,226 0.66

パルプ・紙 431 0.84 0.53 0.23 81,851 3.57

精密機械 300 0.58 1.71 0.76 17,592 0.77

石油・石炭 275 0.53 0.84 0.37 32,707 1.43

なめし革 93 0.18 0.56 0.25 16,571 0.72

飲料・たばこ - - - - - -

プラスチック - - - - - -

資料：経済産業省「工業統計表」

表表表表1111　　　　広島県広島県広島県広島県とととと全国全国全国全国のののの製造品出荷額製造品出荷額製造品出荷額製造品出荷額とととと特化係数特化係数特化係数特化係数

産業中分類

昭和25年（1950年）

（注 1）製造品出荷額，事業所数，従業者数は，

特に注記がない限り，従業者 4 人以上

の事業所の数値です。付加価値額は，

平成12年までは従業者9人以下は粗付

加価値額，平成 13 年以降は従業者 29

人以下は粗付加価値額です。 

（注 2）「製造品出荷額」には加工賃収入額，そ

の他収入額等を含みます。 

 

（注 3）ここでの特化係数とは，広島県の

工業の種類別構成比を，全国の工

業の種類別構成比で割ったもの

で，広島県の工業を種類別にみた

とき，全国平均と較べてどのくら

いそれに特化しているかみること

ができます。 

 
（例）広島県の輸送用機械の構成比（14.49） 

   全国の輸送用機械の構成比（ 5.26） 

=2.75 
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ちなみに，昭和 25年の製造品出荷額の全

国順位は，１位 東京都（2973億円），２位 大

阪府（2833 億円），３位 兵庫県（1878 億円），

４位 愛知県（1648億円），５位 神奈川県（1421

億円），６位 福岡県（1309 億円），７位 静岡

県（841億円），８位 北海道（790億円），９位 

広島県（515億円），10位 山口県（507億円）

でした。（図 2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  広島県では，昭和 27 年に「消費県から

生産県へ」というキャッチフレーズで「生

産県構想」を策定し，当時，全国平均の８

割弱に留まっていた１人当たりの県民所得

を全国水準まで引上げることを目標に，「農

林水産業の振興」，「商工業の振興」，「交通

網の整備強化」，「治山治水の確立」の４つ

の重点施策を実施しました。 

昭和 34 年からは「生産県構想第２次計

画」がスタートし，「臨海工業地帯の造成を

推進し，工業用地，工業用水，電力等の確

保を始めとする立地条件の向上整備に努め

る。」ことが最重要施策として実施されまし

た。 

そこで，工業統計調査で広島県の昭和 30

年の製造品出荷額をみると 1475 億円で，

昭和 35年には 3798億円で 2.6倍に，昭和

40 年には 8384 億円で，昭和 30 年の 5.7

倍にまで工業化が進展し，全国平均を上回

る成長を成し遂げました。（図１，参考表１） 

 

 

２２２２    経済経済経済経済のののの高度成長高度成長高度成長高度成長とととと臨海工業地帯臨海工業地帯臨海工業地帯臨海工業地帯のののの形形形形成成成成    

（（（（昭和昭和昭和昭和 40404040年年年年～～～～49494949年年年年））））    

  広島県の製造品出荷額は，昭和 42年に 1

兆 2115億円で 1兆円を超え，昭和 45年に

は 2兆 163億円と 2兆円の大台に達しまし

た。工場などで働く従業者数は，昭和 44年

に 308,743人で 30万人を超え，昭和 48年

には 336,291人と，昭和 20年から平成 22

年まで間では，最大の従業者数となりまし

た。（図 12，参考表１） 

昭和 50年には，製造品出荷額は 3兆 9876

億円と，昭和 40年の 4.8倍にまで急成長し

ました。このとき，広島県の製造品出荷額

の全国に対する割合は 3.17％で，昭和 40

年の割合2.87％よりも0.3ポイント上回り，

広島県の工業は全国シェアを拡大し，全国

以上の割合で急成長しました。（図 3，参考表

１，図 11） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3　広島県の製造品出荷額の推移

（昭和35年～55年）
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資料：経済産業省「工業統計表」

（億円）

図2　製造品出荷額（昭和25年）の全国順位
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  広島県では，昭和 38年に「県政振興の基

本方針」を策定し，この中で「今後，わが

国における大規模新規工業地帯として，最

も発展が期待されている瀬戸内海の中心と

しての立地条件を生かし，臨海工業地帯の

造成整備のための施策を積極的に推進す

る。」として，広島県内への企業誘致に積極

的に乗り出したこともあり，西は大竹市か

ら東の福山市に至るまで広島県の沿岸部は，

鉄鋼業，一般機械工業，自動車製造や船舶

製造などの輸送用機械，化学工業などの臨

海工業地帯となりました。 

  そこで，工業統計調査で広島県の昭和 50

年当時盛んであった工業をみると，１位が

自動車製造や船舶製造などの輸送用機械（製

造品出荷額全体に対する構成比 26.6％），２位が鉄

鋼業（構成比 21.3％），３位が一般機械工業（構

成比 11.2％），４位が食料品製造（構成比 7.7％），

５位が化学工業（構成比 4.9％），でした。（図 4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，広島県の製造品出荷額は，昭和 42

年（1兆 2115億円），昭和 43年（1兆 4566億円）

で，福岡県は昭和 42年（1兆 2669億円），昭

和 43年（1兆 3885億円）と，昭和 43年に広

島県は福岡県を抜いて中国や四国と九州地

方の中で製造品出荷額が第 1 位となりまし

た。（参考表 1） 

ちなみに，この年の全国順位は，１位 東

京都（6 兆 499 億円），２位 大阪府（5 兆 6948

億円），３位 神奈川県（5兆 314億円），４位 愛

知県（4兆 3620億円），５位 兵庫県（3兆 1076

億円），６位 埼玉県（1兆 8707億円），７位 静

岡県（1兆 8409億円），８位 広島県（1兆 4566

円），９位 千葉県（1兆 4080億円），10位 福

岡県（1兆 3885億円）でした。（図 5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，この広島県の全国順位第 8 位は，

昭和 20年から平成 22年までの間で，最高

順位となっています。（参考表 1） 

 

 

３３３３     オ イ ル シ ョ ッ クオ イ ル シ ョ ッ クオ イ ル シ ョ ッ クオ イ ル シ ョ ッ ク か らか らか らか ら 安 定 成 長安 定 成 長安 定 成 長安 定 成 長 へへへへ     

（（（（昭和昭和昭和昭和 50505050年年年年～～～～昭和昭和昭和昭和 59595959年年年年））））    

昭和 48年と昭和 54年の２度にわたるオ

イルショックは，日本経済に大きな打撃を

与えました。 

そこで，工業統計調査で広島県の昭和 50

年の製造品出荷額をみると，3兆 9876億円

で，昭和 55年には 5兆 9648億円と 1.5倍

図4　広島県（昭和50年）の製造品出荷額の構成比
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資料：経済産業省「工業統計表」
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図5　製造品出荷額（昭和43年）の全国順位
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に，昭和 6 0年には 6兆 9616億円と，昭

和 50 年の 1.7 倍になっていますが，昭和

30 年代や 40 年代と較べると，成長は鈍っ

ており，２度のオイルショックの影響が現

れています。（図 6，図 1，図 3，参考表 1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ちなみに，全国的には，昭和 50年の製造

品出荷額は 125兆 8409億円で，昭和 55年

（212兆 1243億円）には 1.7倍に，昭和 60年

（265兆 3206億円）には昭和 50年の 2.1倍と，

広島県より伸びていますので，広島県の自

動車製造や船舶製造などの輸送用機械や鉄

鋼業などの主要な工業は全国と較べて，オ

イルショックの影響を強く受け，昭和 30

年代や昭和 40 年代頃の大幅な伸びとは打

って変わって昭和 50年代は，安定成長の時

代となりました。（参考表 1） 

  昭和 59年に盛んであった工業は，１位が

自動車製造や船舶製造などの輸送用機械（製

造品出荷額全体に対する構成比 29.1％），２位が鉄

鋼業（構成比 15.5％），３位が一般機械工業（構

成比 10.7％），４位が食料品製造（構成比 8.8％），

５位が化学工業（構成比 5.6％），でした。（図 7） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４４４４ バ ブ ルバ ブ ルバ ブ ルバ ブ ル のののの 時時時時 代代代代    

（（（（昭和昭和昭和昭和 60606060年年年年～～～～平成平成平成平成 3333年年年年））））    

昭和 20年から昭和 60年まで，広島県の

製造品出荷額は，昭和 33年を除き順調に伸

びてきましたが，昭和 60年のプラザ合意後

の円高不況により，昭和 61年は 6兆 8930

億円（対前年比▲1.0％減），昭和 62 年は 6 兆

7867 億円（対前年比▲1.5％減）と，2 年連続

で対前年の伸び率がマイナスとなりました。

（図 6，参考表 1） 

しかし，その後は平成景気といわれる高

い経済成長を遂げ，昭和 63年は 7兆 3238

億円（対前年比 7.9％増），平成元年は 8兆 2500

億円（対前年比 12.6％増），平成 2年は 8兆 9314

億円（対前年比 8.3％増），平成 3年は 9兆 4338

億円（対前年比 5.6％増）と４年連続でプラス

となり，平成 3年は 9兆円を超え，過去最

大となりました。（図 6，参考表 1） 

 

 

５５５５    バブルバブルバブルバブル経済崩壊経済崩壊経済崩壊経済崩壊とととと景気回復景気回復景気回復景気回復のののの時時時時代代代代    

（（（（平成平成平成平成 4444年年年年～～～～平成平成平成平成 22222222年年年年））））    

平成 3年にいわゆる「バブル（経済）」が

はじけ，経済成長は落ち込みます。 

図6　広島県の製造品出荷額の推移

（昭和50年～平成7年）
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資料：経済産業省「工業統計表」

（百億円）

図7　広島県（昭和59年）の製造品出荷額の構成比
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  そこで，工業統計調査で広島県の平成 4

年から平成 14 年までの製造品出荷額をみ

ると，この 11 年間のうち 9 回が対前年比

マイナスとなっており，広島県の製造業に

とって厳しい時期が続きました。（図 8，図 9，

参考表 1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  広島県の工場などの事業所数をみると，

昭和 58 年は 9,758 事業所で，過去最大と

なりましたが，昭和 59 年から平成 3 年ま

で横ばいで，平成 4年以降は減少に転じて

います。（図 11，参考表 1） 

また，広島県の工場などで働く従業者数

は，昭和 48 年が 336,291 人で過去最高と

なりましたが，昭和 48年から昭和 54年ま

で 6年連続で減少し，昭和 55年から平成 3

年までは横ばいでしたが，事業所数と同様

に平成 4年以降は減少に転じています。（図

12，参考表 1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

しかし，平成 14年１月を底に全国的に景

気が回復をはじめ，平成 18年 11月には「い

ざなぎ景気」を抜いて戦後最長の景気拡大

を記録しました。 

そこで，工業統計調査で広島県の製造品

出荷額をみると，平成 15年から平成 20年

まで 6年連続で増加しつづけ，平成 19年（製

造品出荷額 10兆 1586億円）と平成 20 年（製造

品出荷額 10 兆 2935 億円）は 2 年連続して 10

兆円を超えました。（図 9，参考表 1） 

ちなみに，平成 16年は 10年ぶりに広島

県（製造品出荷額 7兆 4153億円）は福岡県（製造

品出荷額 7兆 3323億円）を抜いて，製造品出荷

額が中国や四国と九州地方の中で第 1 位に

返り咲きました。（図 10） 

その後，平成 21 年の製造品出荷額は 7

兆 9178 億円（対前年比▲23.1％減）と，平成

図8　製造品出荷額の対前年増減率

〔平成2年～平成22年〕
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資料：経済産業省「工業統計表」
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広島県

全　国

図10　製造品出荷額（平成16年）の全国順位
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（億円）
資料：経済産業省「工業統計表」 

図9　広島県の製造品出荷額の推移

（平成2年～平成22年）
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400600
8001,0001,200

平成2 7 12 17 22年資料：経済産業省「工業統計表」

（百億円）
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20年9月のリーマンショックの影響により，

戦後最大の落ち込みとなりましたが，平成

22年は 8兆 7325億円で，リーマンショッ

ク前の 85％の水準まで回復しています。（図

9，図 8，参考表 1） 

 

 

≪参考資料≫・経済産業省「工業統計調査」 

・広島県立文書館「開発の時代」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図11　広島県の事業所数の推移

〔昭和20年～平成22年〕

（従業者4人以上の事業所）
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資料：経済産業省「工業統計表」

（千所）

図12　広島県の従業者数の推移

〔昭和20年～平成22年〕

（従業者4人以上の事業所）
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資料：経済産業省「工業統計表」

（千人）
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 ≪参考表1≫

（単位：所，人，百万円，％） （従業者4人以上の事業所）

事業所数 従業者数

製造品

出荷額等

出荷額の

対前年

増減率

出荷額の

全国比

出荷額の

全国順位

付加価値額 事業所数 従業者数

製造品

出荷額等

出荷額の

対前年

増減率

付加価値額

昭和20年（1945年） 2,190 76,392 745 － 1.69 8 － 57,980 2,142,132 43,966 － －

昭和21年（1946年） 1,882 69,179 1,961 163.2 2.33 13 － 84,393 3,118,093 84,266 91.7 －

昭和22年（1947年） 2,780 77,281 7,012 257.6 2.43 11 － 108,340 3,394,889 288,108 241.9 －

昭和23年（1948年） 2,837 113,581 19,853 183.1 2.41 11 － 100,304 3,677,714 825,375 186.5 －

昭和24年（1949年） 3,029 105,095 34,285 72.7 2.38 9 － 108,743 3,395,068 1,442,347 74.8 －

昭和25年（1950年） 3,812 108,427 51,509 50.2 2.25 9 19,143 156,223 3,860,814 2,294,333 59.1 730,622

昭和26年（1951年） 4,338 117,394 92,000 78.6 2.28 11 30,903 166,395 4,237,698 4,028,170 75.6 1,178,998

昭和27年（1952年） 4,294 117,978 103,618 12.6 2.24 9 31,906 168,107 4,305,913 4,616,292 14.6 1,300,008

昭和28年（1953年） 4,308 125,120 127,953 23.5 2.24 9 41,874 172,612 4,658,187 5,708,467 23.7 1,686,402

昭和29年（1954年） 4,440 126,149 142,612 11.5 2.36 9 46,734 184,486 4,737,254 6,054,380 6.1 1,895,895

昭和30年（1955年） 4,312 131,849 147,488 3.4 2.25 9 46,246 187,101 4,958,038 6,561,887 8.4 2,098,597

昭和31年（1956年） 4,609 148,363 210,484 42.7 2.48 9 57,624 195,566 5,506,291 8,473,910 29.1 2,543,668

昭和32年（1957年） 4,951 160,167 260,290 23.7 2.55 9 89,533 215,015 6,041,879 10,226,879 20.7 3,016,819

昭和33年（1958年） 4,872 158,679 248,195 ▲ 4.6 2.51 9 72,859 212,725 6,111,682 9,880,929 ▲ 3.4 2,865,353

昭和34年（1959年） 4,896 177,077 284,647 14.7 2.39 9 81,681 216,417 6,750,319 11,888,786 20.3 3,645,482

昭和35年（1960年） 5,476 201,665 379,826 33.4 2.48 9 129,431 238,320 7,601,963 15,293,704 28.6 4,837,126

昭和36年（1961年） 5,594 218,598 494,822 30.3 2.64 9 155,102 244,390 8,188,498 18,734,024 22.5 5,992,108

昭和37年（1962年） 5,632 226,431 545,409 10.2 2.65 9 175,520 248,786 8,445,306 20,560,585 9.7 6,657,563

昭和38年（1963年） 7,351 247,237 615,192 12.8 2.62 9 229,926 339,012 9,254,186 23,518,385 14.4 8,628,871

昭和39年（1964年） 7,327 258,344 749,520 21.8 2.74 9 279,681 339,291 9,456,302 27,395,368 16.5 9,119,217

昭和40年（1965年） 7,504 263,194 838,426 11.9 2.87 9 279,289 345,120 9,480,710 29,187,220 6.5 9,505,202

昭和41年（1966年） 7,949 273,914 970,291 15.7 2.87 9 330,240 367,637 9,821,968 33,844,046 16.0 11,273,915

昭和42年（1967年） 8,060 284,272 1,211,533 24.9 2.97 9 419,158 373,117 10,087,198 40,764,275 20.4 14,005,262

昭和43年（1968年） 8,164 297,350 1,456,599 20.2 3.05 8 498,951 379,099 10,398,238 47,831,840 17.3 16,527,171

昭和44年（1969年） 8,520 308,743 1,708,583 17.3 2.97 9 607,689 402,176 10,904,966 57,539,546 20.3 20,238,832

昭和45年（1970年） 8,806 318,116 2,016,320 18.0 2.95 9 692,358 405,515 11,163,473 68,376,299 18.8 24,213,829

昭和46年（1971年） 8,665 318,844 2,200,472 9.1 3.05 9 700,497 397,124 10,949,961 72,171,619 5.6 25,343,424

昭和47年（1972年） 9,186 328,042 2,491,290 13.2 3.11 9 843,387 427,172 11,218,198 80,014,198 10.9 28,676,112

昭和48年（1973年） 9,229 336,291 3,178,845 27.6 3.11 9 1,089,425 432,450 11,384,947 102,155,855 27.7 37,287,444

昭和49年（1974年） 9,078 328,048 3,973,787 25.0 3.16 9 1,281,119 417,876 10,893,490 125,701,532 23.0 44,060,377

昭和50年（1975年） 9,105 314,265 3,987,611 0.3 3.17 9 1,292,065 430,491 10,660,328 125,840,925 0.1 41,472,843

昭和51年（1976年） 9,133 306,581 4,353,841 9.2 3.03 9 1,385,133 423,904 10,536,874 143,525,441 14.1 47,920,617

昭和52年（1977年） 8,925 294,951 4,609,977 5.9 2.98 9 1,448,962 415,014 10,246,052 154,942,755 8.0 51,386,516

昭和53年（1978年） 9,137 285,792 4,662,686 1.1 2.87 9 1,546,363 431,102 10,232,308 162,593,563 4.9 55,932,956

昭和54年（1979年） 9,101 278,714 5,237,491 12.3 2.88 10 1,737,499 430,439 10,211,055 181,840,856 11.8 63,448,060

昭和55年（1980年） 9,127 281,044 5,964,778 13.9 2.81 10 1,983,222 429,336 10,291,918 212,124,294 16.7 69,838,066

昭和56年（1981年） 9,035 281,404 6,301,169 5.6 2.80 10 1,949,466 436,463 10,567,601 224,711,947 5.9 73,167,306

昭和57年（1982年） 9,301 280,714 6,355,864 0.9 2.76 10 2,147,093 427,998 10,480,985 229,934,044 2.3 76,222,838

昭和58年（1983年） 9,758 281,313 6,412,296 0.9 2.72 10 2,136,977 446,942 10,650,971 235,526,868 2.4 79,118,495

昭和59年（1984年） 9,302 281,743 6,695,968 4.4 2.65 10 2,284,467 428,998 10,733,413 253,029,814 7.4 85,937,900

昭和60年（1985年） 9,495 282,883 6,961,552 4.0 2.62 10 2,363,881 438,518 10,889,949 265,320,551 4.9 90,522,732

昭和61年（1986年） 9,427 277,221 6,893,040 ▲ 1.0 2.71 10 2,333,747 436,009 10,892,501 254,688,643 ▲ 4.0 89,205,388

昭和62年（1987年） 9,091 264,745 6,786,670 ▲ 1.5 2.68 10 2,359,450 420,804 10,737,755 253,515,261 ▲ 0.5 92,824,543

昭和63年（1988年） 9,430 267,655 7,323,808 7.9 2.67 10 2,673,237 437,574 10,911,123 274,400,736 8.2 102,728,820

平成 元年(1989年） 9,114 272,327 8,250,062 12.6 2.76 10 3,035,898 421,757 10,963,094 298,893,142 8.9 110,992,662平成 ２年（1990年） 9,473 278,081 8,931,372 8.3 2.76 10 3,042,699 435,997 11,172,829 323,372,603 8.2 119,028,251平成 ３年（1991年） 9,621 287,685 9,433,775 5.6 2.77 10 3,215,538 430,414 11,351,033 340,834,634 5.4 125,747,638平成 ４年（1992年） 9,348 282,946 9,045,625 ▲ 4.1 2.75 10 3,173,587 415,112 11,157,466 329,520,639 ▲ 3.3 121,135,774平成 ５年（1993年） 9,339 273,421 8,332,643 ▲ 7.9 2.68 10 2,912,256 413,670 10,885,119 311,199,479 ▲ 5.6 114,973,922平成 ６年（1994年） 8,797 264,998 7,982,659 ▲ 4.2 2.67 11 2,767,630 382,825 10,416,123 299,027,369 ▲ 3.9 112,349,157

平成 ７年(1995年） 8,756 257,482 7,716,248 ▲ 3.3 2.52 13 2,897,876 387,726 10,320,583 306,029,559 2.3 117,204,266

平成 ８年(1996年） 8,346 250,708 7,843,827 1.7 2.51 13 2,948,936 369,612 10,103,284 313,068,385 2.3 119,303,964

平成 ９年(1997年） 7,931 239,511 7,782,565 ▲ 0.8 2.41 14 2,930,399 358,246 9,937,330 323,071,831 3.2 119,872,778

平成10年（1998年） 8,333 241,045 7,413,585 ▲ 4.7 2.42 14 2,700,459 373,713 9,837,464 305,839,992 ▲ 5.3 113,193,073

平成11年（1999年） 7,604 228,975 6,868,598 ▲ 7.4 2.36 14 2,522,032 345,457 9,377,750 291,449,554 ▲ 4.7 107,859,559

平成12年（2000年） 7,548 225,361 7,217,674 5.1 2.40 14 2,726,043 341,421 9,183,833 300,477,604 3.1 110,242,635

平成13年（2001年） 7,065 216,908 6,797,664 ▲ 5.8 2.37 14 2,656,681 316,267 8,866,220 286,667,406 ▲ 4.6 103,305,132

平成14年（2002年） 6,610 209,116 6,556,297 ▲ 3.6 2.43 14 2,338,798 290,848 8,323,589 269,361,805 ▲ 6.0 97,458,726

平成15年（2003年） 6,715 207,894 6,973,107 6.4 2.55 14 2,700,406 293,910 8,226,302 273,409,438 1.5 98,551,522

平成16年（2004年） 6,231 207,206 7,415,298 6.3 2.62 13 2,773,594 270,905 8,111,614 283,475,718 3.7 101,221,739

平成17年（2005年） 6,363 209,183 7,786,582 5.0 2.64 12 2,936,432 276,715 8,156,992 295,345,543 4.2 103,966,838

平成18年（2006年） 6,062 214,274 8,578,639 10.2 2.72 12 2,803,656 258,543 8,225,442 314,834,621 6.6 107,598,153

平成19年（2007年） 6,105 222,498 10,158,571 18.4 3.02 11 3,110,853 258,232 8,518,545 336,756,635 7.0 108,656,444

平成20年（2008年） 6,157 220,032 10,293,547 1.3 3.07 10 2,899,026 263,061 8,364,607 335,578,825 ▲ 0.3 101,304,661

平成21年（2009年） 5,638 205,008 7,917,797 ▲ 23.1 2.98 11 2,143,846 235,817 7,735,789 265,259,031 ▲ 21.0 80,319,365

平成22年（2010年） 5,490 206,653 8,732,482 10.3 3.02 10 2,364,512 224,403 7,663,847 289,107,683 9.0 90,667,210

（注１）経済産業省「工業統計表」，昭和20～22年については通商産業省「工業統計50年史」参照

（注２）平成22年は経済産業省「平成22年工業統計表産業編〔概要版〕」，広島県「工業統計調査結果報告」

（注３）昭和20年から23年までは職工5人以上の事業所，それ以外の年は従業者4人以上の事業所

（注４）付加価値額については，平成12年までは従業者9人以下は粗付加価値額，平成13年以降は従業者29人以下は粗付加価値額

広島県広島県広島県広島県とととと全国全国全国全国のののの製造品出荷額製造品出荷額製造品出荷額製造品出荷額などのなどのなどのなどの推移推移推移推移（（（（昭和昭和昭和昭和20202020年年年年～～～～平成平成平成平成22222222年年年年））））

年　　次

広　　島　　県 全　　　　　国


